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第５章 環境と調和した農業の動向 

１ みどりの食料システム戦略とゼロカーボン北海道の実現 

 

(1) みどりの食料システム法に係る戦略の推進 

（生産力向上と持続性の両立を目指して環境負荷低減事業活動を促進）  

国は、令和６年（2024年）に改正した食料・農業・農村基本法の基本理念に「環境と調和のとれた

食料システムの確立」を掲げ、持続的な食料システムの構築に向け中長期的な観点から、調達、生

産、加工・流通、消費の各段階の取組とカーボンニュートラル等の環境負荷軽減のイノベーションの

実現を目指す「みどりの食料システム戦略」の推進を図っています。 

この戦略に掲げた具体的な取組のうち、農林漁業に由来する環境への負荷の低減を図る事業活動を

促進するため、国は令和４年（2022年）４月に環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境

負荷低減事業活動の促進等に関する法律（以下「みどりの食料システム法」という。）を制定し、農

林漁業者が行う環境負荷低減事業活動の計画を認定する制度を創設するとともに、知事の認定を受け

た農林漁業者が環境負荷の低減に必要となる設備を導入する場合に、税制面や金融面等で優遇が受け

られる支援制度を措置しました。 

令和４年（2022年）12月には、道と道内の179市町村と共同でみどりの食料システム法に基づく「農

林漁業における環境負荷低減事業活動の促進に関する北海道基本計画」を策定し、農林漁業者が行う

環境負荷低減活動を、令和８年（2026年）３月末までに208件認定しました。また地域ぐるみで環境負

荷低減の取組を行うモデル地区となる「特定区域」については、令和７年度（2025年度）に新たに 

３区域（新十津川町、赤井川村、旭川市）追加し、令和８年（2026年）３月末で６区域となりまし

た。 

 

（環境負荷低減のクロスコンプライアンスを試行的に実施中） 

 国は、令和５年（2023年）12月、食料安定供給・農林水産業基盤強化本部において「『食料・農

業・農村政策の新たな展開方向』に基づく具体的な施策の内容」を決定し、令和９年度（2027年度）

を目標に農林水産省の全ての補助事業に対して、最低限行うべき環境負荷低減の取組の実践を義務化

するクロスコンプライアンスを導入することとし、令和６年度（2024年度）から試行的に実施してい

ます。 

 具体的には、みどりの食料システム法に基づく基本方針で示した環境負荷に配慮するための基本的

な取組として位置付けられている、適正な施肥や防除、エネルギーの節減、廃棄物の発生抑制などの

取組のうち、その事業ごとに最低限行うべき内容について、事業申請時にチェックシートを作成・提

出するとともに、令和７年度（2025年度）からは事業実施後に実際に取り組んだ内容を報告すること

が義務化されました。 

 国は、このクロスコンプライアンスの円滑な導入に向けて、補助事業者等が具体的に何を行えばよ

いかが分かるよう、「環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート解説書」を業種別に作

成しています。 
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(2) カーボン・クレジットの創出 

（道内でもＪ-クレジットの取組が拡大） 

 Ｊ－クレジット制度は、温室効果ガスの排出削減量や吸収量をクレジットとして国が認証する制度

であり、この制度を活用した場合、地球温暖化対策への積極的な取組としてＰＲ効果が期待できるこ

とに加え、温室効果ガスを排出する側の大企業等にクレジットを売却して収益を得ることができま

す。 

 農業分野における方法論（排出削減・吸収に資する技術ごとに適用範囲、排出削減・吸収量の算定方

法及びモニタリング方法等を規定したもの）は、令和８年（2026年）２月に「牛への飼料添加物（曖気

中の温室効果ガス削減に資するもの）を使用した飼料の給餌」が追加され、現在７つあります。 

道内での取組としては、空知や上川管内等でメタンの排出を削減する取組として「水稲栽培におけ

る中干し期間の延長」、根室管内では家畜排せつ物の強制発酵による「家畜排せつ物管理方法の変

更」のほか、オホーツク管内等で炭素貯留の取組として「バイオ炭の農地施用」が行われています。

特に「水稲栽培における中干し期間の延長」は取組面積とクレジット認証量が大きく拡大していま

す。 

  

図表5-1-1 農業分野の方法論             
番 号 名 称 内 容 

ＡＧ-001 家畜へのアミノ酸バランス改善飼料の

給餌 

家畜にアミノ酸バランス改善飼料を給餌することによ

り、排せつ物管理からの一酸化二窒素排出量を抑制 

ＡＧ-002 家畜排せつ物管理方法の変更 家畜排せつ物の管理方法を変更することにより、メタ

ン及び一酸化二窒素の排出量を抑制 

ＡＧ-003 茶園土壌への硝化抑制剤入り化学肥料

又は石灰窒素を含む複合肥料の施肥 

茶園に施用する窒素肥料を硝化抑制剤入りの化学肥料

又は石灰窒素を含む複合肥料に代替することで、土壌

からの一酸化二窒素排出量を抑制 

ＡＧ-004 バイオ炭の農地施用 バイオ炭を農地に施用することで炭素を土壌に貯留 

ＡＧ-005 水稲栽培における中干し期間の延長 水稲の栽培期間中に水田の水を抜いて田面を乾かす

「中干し」の実施期間を従来よりも延長することで、

土壌からのメタン排出量を抑制 

ＡＧ-006 肉用牛へのバイパスアミノ酸の給餌 肉用牛に、バイパスアミノ酸を加えた飼料を給餌する

ことで成育を促進し、従来より肥育期間が短縮される

こと等により、枝肉重量当たりのメタン及び一酸化二

窒素の排出量を抑制 

ＡＧ-007 牛への飼料添加物（曖気中の温室効果

ガス削減に資するもの）を使用した飼

料の給餌 

牛に第１胃（ルーメン）内のメタン生成菌の働きを抑

制する飼料添加物を使用した飼料を給餌することでメ

タン排出量を抑制 

資料：農林水産省「農林水産分野におけるカーボン・クレジットの拡大に向けて」（令和８年（2026年）３月） 
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(3) 環境負荷低減の取組の「見える化」 

（ラベル表示が本格運用） 

 国は、環境負荷の低減に貢献する農産物等の消費を促し、農業者の温室効果ガス排出削減の取組へ

の意欲向上につなげるため、温室効果ガスの削減率に応じて農産物等に星の数をラベル表示する環境

負荷低減の「見える化」（愛称「みえるらべる」）の本格運用を、令和６年（2024年）３月に開始し

ました。 

 この制度は、農業者や消費者が温室効果ガスの排出削減や吸収への貢献度を具体的に把握すること

ができるため、制度や取組農産物について、生産から流通・消費に至るそれぞれの関係者に広く周知

していく必要があります。 

 

図表5-1-2 温室効果ガス削減「見える化」ラベル  

 

 

 

 

 

 

 

(4) カーボンファーミングの推進協議体 

（脱炭素化に向けた協働を促進） 

 世界的にカーボンニュートラルの取組が求められる中、本道農業が「ゼロカーボン北海道」の実現

に貢献しながら持続的に発展していくためには、農業分野から排出される温室効果ガスの削減はもと

より、農地土壌への炭素貯留などの対策も推進していく必要があります。 

 令和５年（2023年）５月に設立した、農地への炭素貯留や温室効果ガスの排出削減、カーボン・ク

レジットの創出などに関心を持つ団体や企業等が参画する「北海道カーボンファーミング推進協議体」

では、メールマガジンの配信や参画者同士の情報共有活動の場の提供を行うほか、令和７年（2025年）

10月にはＪ-クレジットに関するフォーラムを開催するなど、本道農業の脱炭素化に向けた取組を進め

ています。 
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 ～ 民間企業と連携した環境負荷低減取組の消費者ＰＲ ～ 

 道では、イオングループが企業等と連携して環境負荷低減に向けた取組を消費者に紹介するイ

ベントである「えらぼうフェア」に出展し、地球温暖化が農業に与える影響や実際に環境負荷低

減に取り組んでいる農産物、「クリーン農業」「有機農業」「みえるらべる」等の各種制度をＰＲ

しました。 

 

１ 日  時 令和７年（2025年）10月３日（金）～10月５日（日） 

２ 場  所 イオン札幌発寒店（札幌市西区） 

３ 出展団体 14団体 

４ 来場者数 延べ857名（道パネル展来場者数） 

 

 イベントでは、農業の環境負荷低減への取組を紹介したパネル展示と展示内容に関する児童向

けクイズを通じて、農業が環境問題に取り組む意義や店舗で購入可能な農産物を分かりやすく紹

介しました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、実際に環境負荷低減に取り組み、国の表示制度である「みえるらべる」を添付した農産

物としてＪＡきたみらいの特別栽培たまねぎ及びばれいしょ、（株）イナゾーファーム（士別市）

の有機トマトを紹介しました。 

この「みえるらべる」は生産者の環境負荷低減の取組を星の数で分かりやすく示すもので、消

費者に生産者の環境負荷低減の努力を目に見える形で伝えることができ、来場者からも農業の新

たな取組として好意的に受け止める声がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 来場者からはこの他にも、北海道の温暖化を心配する声や未来の子供たちのためにこうした取

組を応援したいという声が寄せられました。 

 今後も、環境負荷低減事業活動に取り組んだ農産物、産地のＰＲを行い、取組拡大に努めてま

いります。 

 

イオン札幌発寒店「えらぼうフェア」における農業の環境負荷低減への取組紹介の様子 

「みえるらべる」が表示された農産物 
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２ クリーン農業・有機農業 

 

（全国に先駆け環境保全型農業を展開） 

 農業は、その生産を太陽の光と自然界の物質循環に依存しており、本道農業が持続的に発展してい

くためには、環境への負荷をできる限り低減することと、安定した生産を両立した農業生産活動を進

めることが重要です。 

 国は、令和６年（2024年）６月に食料・農業・農村基本法を改正し、「環境と調和のとれた食料シ

ステムの確立」を基本理念の一つとして位置付け、農業の持続的な発展に関する施策として「環境へ

の負荷の低減の促進」を明記しました。 

道では、平成３年度（1991年度）から農業者、関係機関・団体と一体となって、農業の自然循環機

能を維持・増進させる観点から、有機物の施用などによる健全な土づくりを基本に、化学肥料や化学

合成農薬の使用を必要最小限にとどめる「クリーン農業」を推進するとともに、それらを基本的に使

用しない有機農業の拡大に努めるなど、環境保全型農業に取り組んでおり、単位面積当たりの化学合

成農薬・主要化学肥料の出荷量は、平成３年度（1991年度）に比べ約５割減少しています。 

 また、令和７年（2025年）３月に「北海道クリーン農業推進計画（第８期）」を策定し、「北海道

有機農業推進計画（第４期）」（令和４年（2022年）３月策定）とともに、環境保全型農業の推進方

針と位置付け、農業者や消費者の理解醸成とともに、省力化に寄与するクリーン農業技術の普及など

により、クリーン農業や有機農業の更なる取組拡大を進めています。 

 

図表5-2-1 クリーン農業の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道農政部作成 
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（400件以上のクリーン農業技術を開発） 

 道総研農業研究本部では、堆肥等の有機物の有効利用を基本に、化学肥料や化学合成農薬の使用を

削減するクリーン農業技術として、これまでに435件の栽培技術を開発しています。 

 このうち、化学肥料や化学合成農薬の使用を５割以上削減する高度なクリーン農業技術は、これま

でに水稲、秋まき小麦、馬鈴しょ等の14作物について28件が開発され、農業改良普及センターを通じ

た現地実証や技術指導により、地域の実情に即した普及が図られています。 

 

図表5-2-2 クリーン農業技術の開発成果（北海道） 

区   分 主 な 内 容 成果数 
 

うち高度クリ 
ーン農業技術 

化学肥料の使用量を減らす

ための技術 

施肥法の改善、施用有機物の評価 121 
129 

9 
9 

土壌生物活性化技術の開発 8 - 

農薬の使用量を減らすため

の技術 

要防除水準の設定、効率的防除法開発 92 

190 

11 

16 

化学合成農薬以外による防除技術開発 42 5 

生物的防除、耕種的防除開発 44 - 

農薬散布量の減量化 6 - 

高能率除草機の開発･改良 6 - 

品質評価･技術向上 

品質評価法、簡易分析法の開発 20 

50 

- 

- 品質向上栽培技術の開発 28 - 

高品質貯蔵、保鮮技術の開発 2 - 

環境負荷抑制技術 
農地の養分フロー把握と負荷軽減技術開発 25 

34 
- 

- 
農地におけるガス発生抑制技術開発 9 - 

家畜ふん尿の低コスト処理

利用技術 

低コストふん尿処理･利用技術の開発 15 15 - - 

総合経済評価 クリーン農業の経営経済的評価 17 17 3 3 

合   計  435 28 

資料：道総研農業研究本部調べ（令和８年（2026年）３月現在） 
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（減少傾向にあるYES!clean農産物の作付け） 

 平成３年（1991年）に設立された、生産、流通、消費の各団体を構成員とす

る「北海道クリーン農業推進協議会」では、クリーン農業の取組に必要な対策

の検討や普及・啓発活動が行われており、平成12年（2000年）には、道総研農

業研究本部が開発したクリーン農業技術を活用して生産され、一定の基準を満

たした道産農産物にYES!cleanマークを表示し、消費者や実需者に栽培情報を提

供する「北のクリーン農産物表示制度」（以下「YES!clean表示制度」とい

う。）が始まりました。 

令和７年度（2025年度）のYES!clean表示制度に取り組む登録生産集団は213

集団で、水稲、馬鈴しょ、トマト、かぼちゃ、たまねぎ等の49品目のYES!clean

農産物が生産され、道内外の消費者や実需者に供給されていますが、前年度に

比べ２集団（0.9％）減少し、作付面積は１万3,955haで、前年に比べ587ha

（4.0％）減少しました。 

 また、平成23年度（2011年度）からは、YES!clean農産物を原材料として利用

する加工食品にもYES!cleanマークを表示する取組が進められており、令和８年

（2026年）３月では、納豆、ぜんざい、シフォンケーキ等の10社32商品が登録されています。 

 

図表5-2-4 YES!clean表示制度の登録集団数とYES!clean農産物の作付面積（北海道） 

資料：北海道クリーン農業推進協議会調べ 

  

生産集団名 □□□□□□□□□□

代表者名（任意） □□□□□□□□

登録番号 第□□□□□□□号

連絡先 □□□□□□□□□□

住所 □□□□□□□□□□

電話番号 □□□□□□□□

化学肥料使用量（窒素成分/10a）○kg以下

慣行レベルとの比較 ○割以上減

化学合成農薬成分使用回数 ○回以下

慣行レベルとの比較 ○割以上減

集団ＵＲＬ等（任意）

北海道クリーン農業推進協議会

http://www.yesclean.jp/

図表5-2-3 

YES!clean マーク 

9,278 

14,395 

17,141 
18,390 17,734 17,424 16,804 16,190 15,454 15,428 14,542 13,955 

276 

341 334 

276 
263 257 

234 230 224 222 215 
213 

H17 22 27 29 30 R1 2 3 4 5 6 7

作付面積（ha） 生産集団数（集団）
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（拡大する本道の有機農業） 

 令和６年度（2024年度）の有機農業に取り組む農業者（以下「有機農業者」という。）は557経営体

で、前年度に比べ26経営体（4.9％）増加し、その取組面積は１万3,001haで、前年度に比べ2,465ha

（23.4％）増加しました。 

 また、有機ＪＡＳ認証を取得している有機農業者は 366 経営体で、全国の９％となっており、その

取組面積は１万 1,568haで、全国の 53％を占め、全国第１位となっています。 

 国は、有機農業の発展を図ることを目的とする「有機農業の推進に関する法律」の施行を受け、平

成19年（2007年）４月に、「有機農業の推進に関する基本的な方針」を策定し、我が国の農業におけ

る有機農業の役割を明確にして各種の施策を推進してきました。また、令和２年（2020年）４月に

は、この方針を改定し、国内における有機農業の取組面積を平成29年（2017年）の約２万3,500haから

令和12年（2030年）には６万3,000haとする目標を設定するとともに、令和３年（2021年）に策定され

た「みどりの食料システム戦略」では、2050年に耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を25％

（100万ha）に拡大する目標を設定するなど、有機農業の一層の拡大を図ることとしています。 

 道では、この法律に基づき、平成20年（2008年）３月に「北海道有機農業推進計画」を策定し、令

和４年（2022年）３月には第４期の計画を策定しました。この計画では、「有機農業の取組拡大」、

「有機農業技術の開発・普及」、「有機農産物等の販路拡大」、「有機農業への理解醸成」の４つの

推進方針を掲げ、有機農業ネットワーク活動への支援や道総研農業研究本部と連携した有機農業技術

の開発・普及、有機農業者と消費者との交流イベントの開催、実需者と有機農業者とのマッチングな

ど、生産・消費両面から各種の取組を推進し、有機農業の取組面積を令和２年度（2020年度）の4,817

haから令和12年度（2030年度）には１万1,000haへ拡大することとしています。 

 

図表5-2-5 有機ＪＡＳほ場面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「県別有機ＪＡＳほ場の面積」 

  

（年） 

2,125 2,502 2,450 2,694 2,757 2,600 
3,650 
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9,084 
10,043 9,956 10,366 10,800 11,002 

12,027 
14,136

15,276 

18,887 

21,815 
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北海道 全国

(ha) 



138 ---第５章 環境と調和した農業の動向 

（年々増加する環境保全型農業の直接支払制度の取組）  

化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と併せて行う堆肥の施用やカバークロップ

（緑肥の作付け）、有機農業、フェロモントラップ等の地球温暖化防止や生物多様性保全などに効果

の高い営農活動に対しては、環境保全型農業直接支払制度による支援が行われています。 

令和６年度（2024年度）は、88市町村の２万2,577haで取り組まれ、前年度に比べ1,258ha（5.9％）

増加しました。 

 

図表5-2-6 環境保全型農業直接支払交付金実施面積（北海道） 

 

資料：農林水産省「環境保全型農業直接支払交付金の実施状況」 

  

6,706 
8,072 

9,357 

11,504 

14,882 

17,041 17,394 
18,180 

18,913 19,472 
20,108 

21,319 
22,577

H24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6
(年度) 

(ha) 
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 ～ クリーン農業ＰＲ動画チャンネル開設 ～ 

 北海道クリーン農業推進協議会では、平成３年（1991年）から取り組んでいるクリーン農業に

ついて、一般消費者などにより広く、より分かりやすくＰＲするため、令和７年（2025年）４月

にYouTubeチャンネル「ハタケダ大学 北海道クリーン農業推進協議会」を開設しました。 

このチャンネルではこれまでに、ハタケダ大学を舞台にクリーン農業イメージキャラクターの

“ハタケダ博士”が、生徒役の“くりーんだね”に北海道のクリーン農業について教える長編動

画１本と、YES！clean農産物、特別栽培農産物、有機農業のそれぞれに関する簡潔な説明をする

ものや、ハタケダ博士がスーパーでクリーン農産物の販売を要望している実写版のものなど５本

のショート動画を公開しています（令和８年（2026年）３月現在）。 

また、公開している動画はクリーン農産物のＰＲ・販売促進イベント等でも放映しており、イ

ベント来場者への理解促進に貢献しています。 

今後も新たな動画を随時作成・公開し、北海道のクリーン農業のＰＲに取り組んでいきます。 

  
「ハタケダ大学 北海道クリーン

農業推進協議会」

知っているかな？北海道のクリーン農業

ハタケダ大学 北海道クリーン農業推進協議会 

開校案内チラシ 

公開動画のサムネイル 

イベント来場者向けにデジタルサイネージで動画を放映 

YouTube チャンネル登録はコチラから 
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～ クリーン農業の理解促進と後志農業の魅力発信（後志）～ 

 後志総合振興局では、多様な地域の特性を活かした小規模経営体が多く活躍しており、中でも

クリーン農業などの環境保全型農業の積極的な取組はブランド力の向上につながっています。 

一方で、管内リゾート地を訪れる外国人などには地元産の付加価値の高い農産物や加工品の提

供が広がりつつあるものの、地域住民の方からは、近隣の農家で有機や減農薬により生産された

農産物等をどこで購入したら良いか分からず、また、クリーン農業関連表示制度も様々な基準や

マークがあり分かりづらいとの声が聞かれました。 

そこで、振興局では地元の消費者協会と協力し、消費者大会に集まった地域住民約100名を対

象に、「クリーン農業と私たちの暮らし」をテーマとした講演を令和７年（2025年）８月に開催

しました。 

講演では、農政部食の安全・みどりの農業推進局食品政策課と振興局の職員が講師となり、

YES!clean、特別栽培、有機ＪＡＳなどのクリーン農業関連表示制度のマークとその意味や制度

がもたらす効果を図解や動画で分かりやすく説明しました。また、実際に近隣店舗などで購入で

きる、クリーン農業により地元で生産された農産物等について写真を用いて紹介したところ、大

会の参加者からの反響は大きく、クリーン農業が身近なものであることに関心が集まりました。 

他にも、振興局では札幌市近郊にある大学の学生を対象とした農作業体験を実施しています。

農業協同組合と連携して１週間程度の期間、農家などへの泊まり込みでの受け入れを令和６年

（2024年）から続けており、管内一次産業の魅力を知ってもらうとともに、他地域に発信しても

らうことを期待しています。 

このように、管内の安全・安心な農産物などの魅力を地域の内外の方々に知ってもらう取組を

今後も続けていくことで、この地域の農業を応援してくださる方を増やしていきたいと考えてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

消費者大会での講演（俱知安町）            後志管内での農作業体験の様子と参加学生との集合写真 
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３ 農村環境の保全と資源リサイクル 

 

（家畜排せつ物を適正に管理し資源として利用） 

 一戸当たりの飼養頭数が増加する中、家畜排せつ物を適正に管理し、生産した良質な堆肥等を農地

へ適切に還元して、環境に配慮した畜産を推進することが重要となっています。 

道内では、年間約２千万トンの家畜排せつ物が発生しており、その約６割が堆肥、約３割が液肥と

して利用されるなど、ほとんどが農地に還元されています。また、家畜排せつ物は、バイオガスプラ

ントの原料としても供給され、発生するバイオガスは、熱及び電気エネルギーとして利用されていま

す。 

   

（地下水汚染対策を推進） 

 道内の農業地帯では、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の環境基準（10mg/ℓ）を超過した地下水が広い

地域で分布していましたが、その原因として、農地への過剰な施肥や生活排水の不適切な処理などが

考えられます。道では『北海道施肥ガイド』を策定し、土壌診断等に基づく適正な施肥について技術

指導等を行っています。 

 

（進むバイオマス資源の利活用）  

 バイオマスの有効活用は、循環型社会の形成はもとより、地球温暖化の防止や自立・分散型エネル

ギーの供給源の多様化に資するとともに、リサイクル関連産業をはじめとした地域産業の振興に寄与

し、ひいては地域の活性化につながっていくことが期待されています。 

 道内には、家畜排せつ物をはじめ多様なバイオマス資源が豊富に存在しており、その活用は極めて

重要なことから、道では、平成25年（2013年）12月に、バイオマス活用推進基本法に基づく「北海道

バイオマス活用推進計画」を策定しています。また、令和８年（2026年）２月現在、道内38市町村に

おいてバイオマス産業都市構想が策定されており、家畜排せつ物を活用したバイオガスプラントの設

置など、地域のバイオマス資源を活用した多様な取組が進められています。 

 

（農業用廃プラスチックの適正処理を推進） 

 施設園芸や育苗用ハウス、マルチ栽培やサイレージ用ラップフィルム等で使用された後に廃棄され

る農業用廃プラスチックの量は、令和６年度（2024年度）で１万6,420トンと、令和２年度（2020年

度）に比べ4,314トン（20.8％）減少し、その処理は、依然として2,344トン（14.3％）が埋め立てら

れているものの、１万1,858トン（全体の72.2％）がプラスチック原料や燃料として再利用されるな

ど、地域において農業用廃プラスチックの適正利用の取組が進められています。 
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～ 新たな「北海道家畜排せつ物利用促進計画」を策定 ～ 

「北海道家畜排せつ物利用促進計画」は、家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関

する法律（平成11年（1999年）制定）に基づき、家畜排せつ物の管理の適正化や利用の促進に

向けて取り組む基本的な考え方や推進方向を明らかにしたもので、おおむね５年に一度、計画

内容の見直しを行っています。 

前回の計画策定から５年後となる令和７年度（2025年度）には、国が新たな「家畜排せつ物

の利用の促進を図るための基本方針」を定めたことから、道では、国の基本方針のほか、学識

経験者や生産者などから幅広くいただいた御意見を踏まえ、令和８年（2026年）３月に新たな

「北海道家畜排せつ物利用促進計画」を策定しました。この計画に基づき、畜産経営体はもと

より、耕種部門の経営体、道、市町村、農業団体等の関係者が共通の認識のもと、相互に連携

を図りながら、家畜排せつ物の適正管理や利用促進に向けた取組を進めていきます。 
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４ エゾシカ等による農業被害の防止 

 

（再び拡大傾向にあるエゾシカによる農業被害） 

 エゾシカによる道内の農業被害額は、道のエゾシカ保護管理計画に基づく個体数調整の強化や農地

への侵入防止柵の整備の進展、市町村における一斉捕獲の実施などにより、平成23年度（2011年度）

の62億円をピークに減少傾向で推移していましたが、令和２年度（2020年度）から増加に転じ、令和

６年度（2024年度）は52億円で、前年度に比べ１億4,600万円（2.9％）増加しました。 

 また、被害地域は、これまでの東部地域（オホーツク、十勝、釧路及び根室）を中心としたものか

ら、近年は全道に広がっています。 

 作物別の被害額では、牧草が17億円と最も多く全体の３分の１を占めており、次いで水稲、デント

コーン、馬鈴しょ、てん菜の順となっています。 

 

図表5-4-1 エゾシカによる農業被害額の推移（北海道） 

（単位：百万円） 

資料：北海道環境生活部調べ 
注：東部地域は、オホーツク総合振興局、十勝総合振興局、釧路総合振興局及び根室振興局管内。 

 

図表5-4-2 エゾシカによる作物別農業被害額（北海道、令和６年度（2024年度）） 

（単位：百万円、％） 

区 分 牧草 水稲 デントコーン 馬鈴しょ てん菜 小麦 その他 計 

被 害 額 1,752 653 503 434 327 239 1,347 5,255 

 被害割合 33.4 12.5 9.5 8.2 6.2 4.5 25.7 100.0 

資料：北海道環境生活部調べ 

 

（エゾシカやヒグマ、アライグマ等の被害防止対策を推進） 

道内の市町村では、被害防止計画に沿って、国の鳥獣被害防止総合対策交付金を活用し、いわゆる

「とる」「まもる」「よせつけない」といった鳥獣対策の３本柱を基本に、地域が取り組む捕獲活動

をはじめ、畑への侵入を防止するための電気柵の設置や緩衝帯の整備などに取り組んできたほか、ハ

ンターの育成や技術向上のための講習会の開催、さらには捕獲した鳥獣をジビエ料理として活用する

ための処理加工施設の整備などへの支援を行っています。 

また、人とエゾシカとの軋轢が深刻化していることから、道では、「北海道エゾシカ対策推進条

例」に基づき、令和６年（2024年）１月から令和８年（2026年）12月までの３年間を「緊急対策期

間」と設定し、エゾシカの捕獲等の実施主体や関係機関・団体と連携・協力して、エゾシカの捕獲等

を重点的に推進しています。 

さらに、近年は、ヒグマによる農業被害が増加しており、国では従来の対策に加え、捕獲体制の整

備や地域が独自に捕獲単価を設定し、捕獲従事者への支援水準を引き上げるなど捕獲活動を強化して

います。 

地 域 H13年度 23 28 R1 2 3 4 5 6 

全  道 3,091 6,233 3,851 3,760 4,028 4,434 4,798 5,109 5,255 

 うち東部地域 2,219 3,905 2,634 2,378 2,467 2,663 2,786 3,127 2,991 
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